
２．これからの時代に必要な教育投資 

教育立国実現のための教育投資・教育財源の在り方について 
（第八次提言 概要） 

 

教育の革新による日本創生・経済再生 

教育費負担を軽減し、少子化を克服 

１．我が国の成長に向けた教育投資の必要性 

（１）全ての子供に挑戦の機会が与えられる社会を実現する 

（２）あらゆる教育段階を通じて「真の学ぶ力」を培う 

（３）「真の学ぶ力」を基に、実社会で活躍できる資質・能力を育成する 

これまでの７次にわたる提言を実行するためには、十分な財政的裏付けが必要。 

我が国が抱える「経済成長・雇用の確保」、「少子化の克服」、「格差の改善」といっ
た課題を解決し、「一人一人の豊かな人生」と、「成長し続け、安心できる社会」を実現できるの
が教育。「未来への先行投資」として教育投資の充実が必要。 

（４）学校が地域社会の中核になる 

   以下の取組のうち、特に、「幼児教育の段階的無償化及び質の向上」、「高等教育段階

における教育費負担軽減」については、優先的に取り組む必要。 

将来の経済成長や社会保障・   
社会治安等の歳出削減に貢献 

公平・公正な社会の実現 

 

 

約0.2兆円 

〈具体的な施策と試算の例〉 

○ 卓越大学院（仮称）の形成など大学・大学院等の機能強化 

○ 留学促進及び優秀な外国人留学生の戦略的な受入れ 

○ 実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化 

〈具体的な施策と試算の例〉 

〈具体的な施策の例〉 

〈具体的な施策と試算の例〉 

○ コミュニティ・スクールを核とした地域とともにある学校づくりの推進 

○ 「放課後子ども総合プラン」の実現 

○ 安全・安心で質の高い国公私立学校施設の整備                    約1.8兆円 

○ 教職員体制の整備や「チーム学校」の推進など教育体制の構築 

○ 教育の革新を実践できる教師の養成・採用・研修の改革                               

○ 高等学校教育・大学教育・大学入学者選抜の一体的改革 

○ ＩＣＴ活用による学びの環境の革新                                                            約0.2兆円 

○ 幼児教育の段階的無償化及び質の向上                       約１兆円 

○ 高等学校教育段階における教育費負担軽減                     約0.5兆円 

○ 高等教育段階における教育費負担軽減                                                    約0.7兆円 

○ フリースクールを含めあらゆる子供の教育機会を確保するための支援 

はじめに 

※上記の施策と試算は、これまでの教育再生実行会議の７次にわたる提言を実行するために、考えられ
る施策や国・地方を通して追加的に必要となる金額を試算し、例示したもの。 

資料６－１ 

- 1 -



３．教育財源確保のための方策 
           

（１）民間資金の活用による財源確保 

教育投資の充実は、我が国の厳しい財政状況の中で、「経済・財政再生計画」との 

整合性を図りながら、進めていくことが必要。まず、 

・ 既存の施策や制度の効果的・効率的な実施の観点からの見直し 

・ 地方財政措置が講じられている経費の、地方公共団体における着実な予算化の推進 

などに最優先で取り組むことが必要。 

（２）税制の見直しと教育投資 

４．国民の理解を得るための方策 

 寄附金税制、ふるさと納税等の教育への一層の活用を促進。国立大学法人におけ

る個人からの寄附に係る税制の拡充など、寄附金税制を一層拡充。 

 進学支援等のために資金を提供する個人や団体を称え、社会に広く認知されるよう、

寄附者の名称等を冠した奨学金設立の取組を広報、支援。 

 大学への民間資金の導入拡大のため、民間企業との共同研究、クロスアポイントメ

ント制度の導入を促進。国立大学の資産運用の弾力化について検討。 

 子供子育て支援などの観点を踏まえ、個人所得課税の在り方を見直し。資産格差

が教育の機会格差につながることを避ける観点から、資産課税の在り方を見直し。

 中長期的には、幅広く国民の理解を得た上で、税を通じて広く社会全体で教育財源

を負担することも検討。 

 例えば、将来的に、消費税の見直しが検討されるのであれば、受益と負担のバラン

スのとれた社会保障制度を構築したうえで、税収の使途を年金・医療・介護・少子化対

策に加え、「教育」にも広げることを検討。 

 世代ごとの国民負担と各種サービスに係る公財政支出の状況を開示。公財政支出

の世代間の配分見直しの促進方策について検討。 

各種教育施策について、その効果を専門的、多角的に分析、検証するための体制を

整備。施策間の優先順位付けを実施。 

 教育投資の効果や必要性について理解を醸成するため、国民との対話やシンポジウ

ムを全国各地で開催。社会全体で教育投資のための負担を分かち合うことの理解を
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